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 富山県税条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定め、公布する。 

  令和２年３月31日 

                    富山県知事 石  井    一  

富山県規則第36号 

   富山県税条例施行規則の一部を改正する規則 

 富山県税条例施行規則（昭和29年富山県規則第27号）の一部を次のように改正す 

る。 

 第37条の表以外の部分中「定」を「定め」に、「その」を「同表の」に改め、同 

条の表⑴の項中「差押（領置）調書」を「差押（記録命令付差押、領置）目録」に 

改め、同表⑵の項中「差押（領置）封票」を「差押（記録命令付差押、領置）物件」 

に改め、同表⑶の項中「差押（領置）物件保管証」を「差押（記録命令付差押、領 

置）物件保管証」に改め、同表⑸の項中「臨検（捜索）てん末書」を「臨検（捜索 

）調書」に改め、同表⑹の項中「差押（領置）てん末書」を「差押（記録命令付差 

押、領置）調書」に改め、同表⑺の項中「検査てん末書」を「検査調書」に改め、 

同表⑻の項中「質問てん末書」を「質問調書」に改め、同表⑾の項中「差押（領置 

）物件引継通知書」を「差押（記録命令付差押、領置）物件引継通知書」に改める。 

 附則第４項を附則第５項とし、附則第３項の次に次の１項を加える。 

４ 法附則第12条の２に規定するゴルフ場の利用者は、第97号様式によるゴルフ場 

 利用税非課税適用申請書及び第97号様式の２によるゴルフ場利用税非課税利用証

毎週月.水.金曜日発行 
令和２年３月31日 

火 曜 日 
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 明書を提出するとともに、当該利用者本人であることを示す書類を当該ゴルフ場 

 のゴルフ場利用税の特別徴収義務者に提示するものとする。          

 第12号様式⑶中 
｢  上記登録番号の自動車に係る自動 
車税について、現納税義務者に滞納 
がないことを証明します。 」 

を 
｢  上記登録番号の自動車に係る自動 
車税（種別割）について、現納税義 
務者には、滞納がないことを証明し 
ます。 」 

に改める。 

 第52号様式を次のように改める。 
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第52号様式（第37条関係） 

差押（記録命令付差押、領置）目録 

犯則嫌疑者の氏名又は名称  

差押え（記録命令付差押え､ 
領置）の日時     年   月   日 

   時   分から 
   時   分まで 

差押え（記録命令付差押え､ 
領置）の場所 

 

番    号 品名又は名称 数量又は個数 

物件所持者の
住所又は居所
及び氏名又は
名称 

封印の方法及
び箇所数 備   考 

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 
 
 

     

 備考 

  １ 記載に当たつては、項目の区分に従いそれぞれ適法に記入し、物件を対 

   査し、誤記のないよう注意すること。 

  ２ 所有者、所持者若しくは保管者（地方税法第22条の８の規定による処分 

   を受けた者を含む。）又はこれらの者に代わるべき者に謄本を交付するこ 

   と。 
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 第52号様式の２中「年  月  日  差押」を「年  月  日  差押（記 

録命令付差押、領置）」に、「犯則事件差押（領置）物件」を「犯則事件差押（記 

録命令付差押、領置）物件」に、「富山県（何県税事務所）」を「富山県（富山県 

総合県税事務所）」に、「き損」を「毀損」に改め、同様式備考中「差押（領置） 

執行者」を「差押（記録命令付差押、領置）執行者」に改める。 

 第52号様式の３中「差押（領置）物件保管証」を「差押（記録命令付差押、領置 

）物件保管証」に、「地方税法違反嫌
けん

疑事件」を「地方税法違反嫌疑事件」に、 

「差し押えられた（領置された）」を「差押え（記録命令付差押え、領置）された」 
 

に、 
「 物件所持者 

の住所氏名 」 
を 

「 物件所持者の住所又は 
居所及び氏名又は名称 」 

に改める。 

 第52号様式の５中「臨検（捜索）てん末書」を「臨検（捜索）調書」に、「犯則 

嫌
けん

疑者」を「犯則嫌疑者」に、「地方税法違反嫌
けん

疑事件」を「地方税法違反嫌疑事 
 

件 」 に、 
「 立会人           印 

              年 」 
を 

 
「 立会人          印 

  年  月  日生（ 歳） 
 
」 

に、「帳簿書類は別紙差押目録（領置目録）」 

を「帳簿書類等は別紙差押（記録命令付差押、領置）目録」に、「差し押えた。（ 

領置した。）」を「差押え（記録命令付差押え）をした。」に改め、同様式備考２ 

中「又は」を「及び」に、「記載せられた」を「記載された」に改め、同様式備考 

３中「何れか」を「いずれか」に改める。 

 第52号様式の６を次のように改める。 
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第52号様式の６（第37条関係） 

差押（記録命令付差押、領置）調書 

 

  犯則嫌疑者     に対する地方税法違反嫌疑事件につき   年 月 日 

 富山県検税吏員、富山県職員      は（     を立会させて）次のと 

 おり差押え（記録命令付差押え、領置）をした。 

 

      年  月  日 

 

                   富山県検税吏員            

                   富山県職員          印  

                   立会人            印  

                        年  月  日生（ 歳） 

差押え（記
録命令付差
押え、領置) 
の時 

時   分から 
時   分まで 

差押（記録 
命令付差押) 
許可状によ
る場合 

発 付 官 
裁判所 

裁判官 

差押え（記
録命令付差 
押え、領置) 
の場所 

 

発  付 
年 月 日 年  月  日 

許可状を
示された
者 

 

差押（記録 
命令付差押) 
許可状によ
らない場合 

 
 
 
 
 

 差押（記録命令付差押、領置）物件は別紙差押（記録命令付差押、領置）目 

録のとおり。 

 備考 

  １ 領置の場合は、右欄は不要であること。 

  ２ 「差押え（記録命令付差押え、領置）の時」の欄には、差押え（記録命 

   令付差押え、領置）を完了した時刻を記載すること。 

  ３ 「差押え（記録命令付差押え、領置）の場所」の欄には、差押え（記録 

   命令付差押え、領置）をした場所を記載すること。 

  ４ 「差押（記録命令付差押）許可状による場合」の欄及び「差押（記録命 

   令付差押）許可状によらない場合」の欄については、その事実に基づいて 

   いずれかを抹消しておくこと。 
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 第52号様式の７中「検査てん末書」を「検査調書」に、「犯則嫌
けん

疑者」を「犯則 

嫌疑者」に、「地方税法違反嫌
けん

疑事件」を「地方税法違反嫌疑事件」に、「富山県 

職員 何  某は 何  某を立会させて」を「富山県職員     は」に、 
 

「 富山県職員        印 
立会人          印 
            年 」 

を 
 
「 富山県職員         印 」 に改める。 

  第52号様式の８中「質問てん末書」を「質問調書」に、            
 

｢ 
 
 

職 業         印 
           年  
 

 
 
｣ 
を 
「 氏名          印 
職業 
 年  月  日生（ 歳） 」 

に、「上記の 

者」を「上記の者は、犯則嫌疑者」に、「地方税法違反嫌
けん

疑事件」を「地方税法違

反嫌疑事件」に、「立会人」を「被質問者」に改める。 

 第52号様式の10中「日から」を「日の翌日から起算して」に、「何  県税事務 

所」を「富山県総合県税事務所」に、「差し押えて（領置して）ある」を「差押え 

（記録命令付差押え、領置）してある」に、「通告履行」を「通告の履行」に改め、 
 

「又は科料」を削り、 「 富山県知事 
  （何 事務所長）    印 」 を 

 
「 富山県知事 

（富山県総合県税事務所長） 印 」 に改め、同様式の備考中「（県税事務所」を 

「富山県（富山県総合県税事務所」に改め、「（告発書、差押（領置）物件引継通 

知書、差押（領置）物件公売通知書もまた同様である。）」を削る。 

 第52号様式の11中「差押（領置）物件引継通知書」を「差押（記録命令付差押、 

領置）物件引継通知書」に、「地方税法違反嫌
けん

疑事件に係る差押（領置）物件」を 

「地方税法違反嫌疑事件に係る差押（記録命令付差押、領置）物件」に、「で何裁 

判所 」 を 「 で  地方検察庁検察官 」 に、 
「 所   属 
富山県 検税吏員 

             ㊞ 」 
を 

                                   
「 富山県検税吏員 

富山県職員         印 」 
に改める。 

                                      

 第62号様式中 
「 資本金等の額      千円  

を 
「 

資本金の額及び資本 
準備金の額の合算額 

             千円  
に、 

   」  期末資本金等の額 千円 」 
                                   
｢ 外国の法人税 

等の額の控除 

額    ⑥ ｣ を ｢ 
外国関係会社 

等に係る控除 

額    ⑥ 」 に､ 「 外国関係会社等に係 
る控除対象所得税額 
等相当額又は個別控 
除対象所得税額等相 
当額の控除額  ⑦ 」 を 「 外国の法人税 

等の額の控除 

額    ⑦ 」 に改める。 

 第67号様式⑴及び第67号様式⑵を次のように改める。 



 

 

第67号様式⑴（第40条関係） 

（表） 
 

 
 

年度 個人事業税納税通知書 
 
 

納 税 者 番 号 
 

 
                          
    

 

 

所得年  課税標準額  

税 率  年 税 額  

 
期 別 納  期  限 税    額 

第１期分 年  月  日          円 

第２期分 年  月  日          円 

納付場所  

地方税法第72条の２及び富山県税条例第52条の規定により、 
上記のとおり賦課しましたから納めてください。 

年  月  日  
               富山県総合県税事務所長 印 
 

お問合せ先 
 

  

 

年度 個人事業税納入済通知書  期分 ○公  
 

口座 
番号 

 
加入者名   税額 円 

 
収納機関 
番  号 

  納付 
番号 

 納付 
区分 

  

        確認 
番号 

  

分類 税目 納税者番号 年度 所得年 事由 通番  
 

分類 税目 納税者番号 所得年 事由 通番  枝番 ＣＤ  

             
金      額  ＣＤ  

    
 

年度 個人事業税納入通知書  期分 

（金融機関控）  ○公  
 
加入者名 
口座番号 

税   額 円 

延滞金額 円 

合  計  額 円 

納付者氏名 
 

納付番号  

確認番号      

所  得  年 年 

納税者番号  

納  期  限     年  月  日 

 
 
 

 
 

 
 

 

領収証書  ○公  

期分 
加入者名 
口座番号 

税   額   円 

延滞金額   円 

合  計  額   円 

個 人 事 業 税 
納付者氏名 
 
納税番号 
 
納期限 
        年 月 日 

 上記のとおり領収しました。 

 富山県総合県税事務所 印 

 ＴＥＬ 
 
 

  

納期限 . . 

領

収

日

付

印 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
取りまとめ店  

 

延滞金額 合計額 
 

円 
 

円  

納
付
者
氏
名 

  
 
 
 
 
 
 

Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用 

 
 
 
 
 

 

 

領
収
日
付
印 

 

 
 

領
収
日
付
印 

 

 
 

  7  令和２年３月 31 日      富 山 県 報       号 外⒁   



 

 

（裏） 
 

１ 延滞金の加算  
  納期限後に税金を納付する場合には、その税額に納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年 

 14.6パーセント（納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年 7.3パーセント）の割合（当 

 該期間の属する各年の前年に租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示された割 

 合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年 7.3パーセントの割合に満 

 たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6パーセントの割合に 

 あつては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 

  7.3パーセントの割合にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割 

  合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計算した金 

  額（計算の基礎となる税額に 1,000円未満の端数があるとき、又はその税額の全額が 2,000円未満であるとき 

  は、その端数金額又はその全額を切り捨てて計算する。）に相当する延滞金額を加算して納付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 賦課に不服がある場合の救済の方法 
 ⑴ この処分について不服があるときは、この納税通知書を受け取つた日の翌日から起算して３月以内に、富 

  山県知事に対して審査請求をすることができます。ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過し 

  たときは、当該審査請求をすることができません。 

 ⑵ ⑴の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内 

  に、富山県を被告として（訴訟において富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取 

  消しの訴えを提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁決を経ないで、こ 

  の処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ア 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

  イ この処分、この処分の執行又は手続の執行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると 

   き｡ 

  ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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第67号様式⑵（第40条関係） 

（表） 
   

年度 個人事業税（随時分）納税通知書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県税  年度  所得年  事由  通番  金融機関  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方税法第72条の２及び富山県税条例第52条の規定により上記のとおり賦課しましたから納めてください。 
年  月  日 

富山県総合県税事務所長  印 
 

納 税 者 番 号  

  

お 問 合 せ 先 

 

年度 個人事業税納入済通知書  期分 ○公  
（随時分） 

口座 
番号 

 加入者名  税額 円 

      
収納機関 
番  号 

 納付 
番号 

 納付 
区分 

 

                確認 
番号 

  
分類 税目 納税者番号 年度 所得年 事由 通番  

 
分類 税目 納税者番号 所得年 事由 通番  枝番 ＣＤ  
             

金      額  ＣＤ  
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年度 個人事業税納入通知書  期分 

（金融機関控）  ○公  

（随時分） 
 

 

加入者名 
口座番号 

税   額 円 

延滞金額 円 

合  計  額 円 

納付者氏名 
 
 

納付番号  

確認番号      

所  得  年 年 

納税者番号  

納  期  限 年  月  日 

領収証書  ○公  
 期分（随時分） 

 
加入者名 
口座番号 

税  額   円 

延滞金額   円 

合 計 額   円 

個 人 事 業 税 
納付者氏名 
 
納税番号 
 

納期限 
 
   年 月 日 

 

  上記のとおり領収しました。 

 富山県総合県税事務所 □印  

 ＴＥＬ 

  

 

区 分 課   税   済   額 訂    正    額 差  引  不  足  額 

課 税 標 準 額 千円 千円 千円 

税 率    

税 額                円                 円               円 

第 １ 期 分                円                 円               円 

随 時                円                 円                円 

第 ２ 期 分                円                 円                円 

随 時 分 納 期 限  第２期分納期限  

納 付 場 所  

訂 正 事 由  

 

 延滞金額  合計額 
 

円 

 

円 
  

納
付
者
氏
名 

  
 
 
 
 
 
 

Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

納期限 . . 

領

収

日

付

印 

 

 
取りまとめ店 
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領
収
日
付
印 

 

 
 

領
収
日
付
印 

 

 
 



 

 

（裏） 
 

１ 延滞金の加算  
  納期限後に税金を納付する場合には、その税額に納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年 

 14.6パーセント（納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年 7.3パーセント）の割合（当 

 該期間の属する各年の前年に租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示された割 

 合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という。）が年 7.3パーセントの割合に満 

 たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6パーセントの割合に 

 あつては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 

 7.3パーセントの割合にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割 

 合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計算した金 

 額（計算の基礎となる税額に 1,000円未満の端数があるとき、又はその税額の全額が 2,000円未満であるとき 

 は、その端数金額又はその全額を切り捨てて計算する。）に相当する延滞金額を加算して納付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 賦課に不服がある場合の救済の方法 
 ⑴ この処分について不服があるときは、この納税通知書を受け取つた日の翌日から起算して３月以内に、富 

  山県知事に対して審査請求をすることができます。ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過し 

  たときは、当該審査請求をすることができません。 

 ⑵ ⑴の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内 

  に、富山県を被告として（訴訟において富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取 

  消しの訴えを提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁決を経ないで、こ 

  の処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ア 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

  イ この処分、この処分の執行又は手続の執行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると 

   き。 

  ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第67号様式⑶の（表）中 

｢  
 

様   

を  第  期税額 円   

 振替予定 日       年  月  日  

」  振替金融機関名   

 
「   様  

に改める。 
第１期 

税   額 円 
 振替予定日 年  月  日 

 第２期 
税   額 円 

」 

振替予定日 年  月  日 

 振替金融機関名  
口 座 番 号  

 

  第67号様式⑷の（表）中 

「  
年度 個人事業税（随時分）通知書 

 

 

 

              様 
 

 

を 

 
 

県税 納税者番号 年度 所得年 事由 通番 金 融 機 関   
 

 
         

   

  
第  期税額 円   

  
振替予定日 年  月  日   

   
振替金融機関名   」  

 

「  
年度 個人事業税（随時分）納税通知書 

｣ 

に改める。 

   

 

 
 

 県税  年度  所得年  事由  通番  金融機関  
 

  

 
 

第１期分税額 円 第１期分振替予定日 年  月  日 

第２期分税額 円 第２期分振替予定日 年  月  日 

振替金融機関名  

口 座 番 号  

 

 第 74 号様式⑴を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 
納税者番号  

 
お問合せ先 
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第74号様式⑴（第44条関係） 

（表） 

 

 

 

 

 

 

取得原因 

 

 
課税物件の内訳（建物・土地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 不動産取得税納税通知書 

 

お問合せ先 

 

 

 

 

納税通知書番号 

 

 

納期限 

 

 

税額 

 

 

 地方税法第73条の２及び富山県税条例第73条 

の規定により、上記のとおり賦課しましたから 

納めてください。 

 

       年  月  日 

      富山県総合県税事務所長 印 

 

 
年度 不動産取得税納入済通知書 ○公  

口座
番号 

 加入
者名 

 
税額 円 

収納機関 
番  号 

 納付 
番号 

 納付 
区分 

 

       確認 
番号 分類 税目 納税通知書番号 調定年月 事由 通番 氏名 

 
分類 税目 納税通知書番号 調定年月 事由 通番  枝番 ＣＤ 
         

金額  ＣＤ 
   

 
延滞金額 
□,□□□,□□□円 

合計額 
□,□□□,□□□円 

納
付
者
氏
名 

 

Ｃ
Ｖ
Ｓ
収
納
用 

 

 
 

 
年度不動産取得税納入通知書 

（金融機関控）   ○公  
加入者名 
口座番号 
税  額 円 
延滞金額 円 
合 計 額 円 

納付者氏名 
 
 
納付番号  
確認番号  
認定年月       年 月 

 納税通知書番号  
納 期 限    年 月 日 

 

 
領収書  ○公  

加入者名 
口座番号 
税 額 円 
延滞金額 円 
合 計 額 円 

不動産取得税 
納付者氏名 
 
納付番号 
 
納税通知書番号 
 
納期限 
  年  月  日 
 
上記のとおり領収しました。 

 富山県総合県税事務所 

 ＴＥＬ    

 

 

 

領

収

日

付

印 

 

 

 

 

 

 

税 率   計 

課 税 標 準 額 千円 千円 千円 

税 額 円 円 円 

納付場所：富山県指定金融機関北陸銀行又は富山県収納代理金融機関 

 

納期限  . . 

領 

収 

日 

付 

印 

 

  
取りまとめ店  

 

領

収

日

付

印 
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（裏） 

１ 延滞金の加算 

  納期限後に税金を納付する場合には、その税額に納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応 

 じ、年14.6パーセント（納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年 7.3パーセン 

 ト）の割合（当該期間の属する各年の前年に租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規 

 定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「特例基準割合」という｡)が 

 年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中に 

 おいては、年14.6パーセントの割合にあつては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年 7.3パ 

 ーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあつては当該特例基準割合に年１パー 

 セントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年 7.3 

 パーセントの割合）とします。）を乗じて計算した金額（計算の基礎となる税額に 1,000円未満の端数 

 があるとき、又はその税額の全額が 2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨て 

 て計算する。）に相当する延滞金額を加算して納付してください。 

 

２ 賦課に不服がある場合の救済の方法 

 ⑴ この処分について不服があるときは、この納税通知書を受け取つた日の翌日から起算して３月以内 

  に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。ただし、この処分の日の翌日から起算して 

  １年を経過したときは、当該審査請求をすることができません。 

 ⑵ ⑴の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇 

  月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、 

  この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該 

  裁決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ア 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。 

  イ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ 

   るとき。 

  ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第79号様式⑴備考１及び４中「令和２年３月31日」を「令和４年３月31日」に改 

める。 

 第79号様式⑷中                              
 
「 

譲渡担保財産 ( 
再開発会社の取得に係る不動産 
農地利用集積円滑化団体等の取得に係る不動産 
土地改良区の取得に係る不動産 )   

」 

を 
 
「 

譲渡担保財産 ( 
再開発会社の取得に係る不動産 
農地中間管理機構の取得に係る不動産 
土地改良区の取得に係る不動産 )   

」 
                                      

に、 

「 再開発会社、農地利用集積円 
滑化団体等又は土地改良区の 
取得に係る不動産（上記の土 
地及び家屋）の取得年月日 」 

を 

「 再開発会社、農地中間管理機 
構又は土地改良区の取得に係 
る不動産（上記の土地及び家 
屋）の取得年月日 」 

に改め、同様式 

備考３及び６⑶中「農地利用集積円滑化団体等」を「農地中間管理機構」に改める。 
 

 第90号様式の別紙１中 

「 
オ 教育活動 

人 

」 

を 

「 
オ 教育活動 

人 

」 

に改め、同様 

    カ 国際大会 人 
 
 「 □ 18歳未満 

□ 70歳以上 

□ 障 害 者 

□ 国  体 

□ 教育活動 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

  □ 18歳未満 

□ 70歳以上 

□ 障 害 者 

□ 国  体 

□ 教育活動 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

  □ 18歳未満 

□ 70歳以上 

□ 障 害 者 

□ 国    体 

□ 教育活動 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

  □ 18歳未満 

□ 70歳以上 

□ 障 害 者 

□ 国    体 

□ 教育活動 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

式の別紙３中 

 □ 18歳未満 

□ 70歳以上 

□ 障 害 者 

□ 国    体 

□ 教育活動 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

 

を 
 □ 18歳未満 

□ 70歳以上 

□ 障 害 者 

□ 国    体 

□ 教育活動 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 
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  □ 18歳未満 

□ 70歳以上 

□ 障 害 者 

□ 国    体 

□ 教育活動 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

  □ 18歳未満 

□ 70歳以上 

□ 障 害 者 

□ 国    体 

□ 教育活動 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

  □ 18歳未満 

□ 70歳以上 

□ 障 害 者 

□ 国    体 

□ 教育活動 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

  □ 18歳未満 

□ 70歳以上 

□ 障 害 者 

□ 国    体 

□ 教育活動 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 」 

 

                                

「 

 

□ 18 歳未満 
□ 70 歳以上 
□ 障 害 者 
□ 国  体 
□ 教育活動 
□ 国際大会 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 □学生証 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

 □ 18 歳未満 
□ 70 歳以上 
□ 障 害 者 
□ 国    体 
□ 教育活動 
□ 国際大会 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 □学生証 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

 □ 18 歳未満 
□ 70 歳以上 
□ 障 害 者 
□ 国    体 
□ 教育活動 
□ 国際大会 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 □学生証 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

 □ 18 歳未満 
□ 70 歳以上 
□ 障 害 者 
□ 国    体 
□ 教育活動 
□ 国際大会 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 □学生証 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

 

 

 

 

 

に改める。 

 

 

 

 □ 18 歳未満 
□ 70 歳以上 
□ 障 害 者 
□ 国    体 
□ 教育活動 
□ 国際大会 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 □学生証 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

 

 □ 18 歳未満 
□ 70 歳以上 
□ 障 害 者 
□ 国    体 
□ 教育活動 
□ 国際大会 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 □学生証 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

 

 □ 18 歳未満 
□ 70 歳以上 
□ 障 害 者 
□ 国    体 
□ 教育活動 
□ 国際大会 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 □学生証 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 
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 □ 18 歳未満 
□ 70 歳以上 
□ 障 害 者 
□ 国    体 
□ 教育活動 
□ 国際大会 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 □学生証 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

 □ 18 歳未満 
□ 70 歳以上 
□ 障 害 者 
□ 国    体 
□ 教育活動 
□ 国際大会 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 □学生証 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 

  

 □ 18 歳未満 
□ 70 歳以上 
□ 障 害 者 
□ 国    体 
□ 教育活動 
□ 国際大会 

□運転免許証 □健康保険証 

□障害者手帳 □学生証 

□その他（        ） 

□当ゴルフ場の会員であるた 

 め提示を省略 」 

 

 第97号様式中「第46条の３」の次に「、附則第４項」を加え、同様式（表）中 
 
｢ 該当する区分に✓印を付けてください。 

□ 年齢18歳未満の利用 
□ 年齢70歳以上の利用 
□ 障害者の利用 
□ 国体のゴルフ競技の利用 
□ 学校の保健体育等の利用 」 

を 

 
「 該当する区分に✓印を付けてください。 

□ 年齢18歳未満の利用 
□ 年齢70歳以上の利用 
□ 障害者の利用 
□ 国体のゴルフ競技の利用（公式練習を含む。） 
□ 学校の保健体育等の利用 
□ 国際競技大会のゴルフ競技の利用（公式練習を含む。） 」 

に改め、同様 

 

 「 □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 

  「 □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（     ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  



  令和２年３月 31 日     富 山 県 報        号 外⒁  21   

 

 

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（     ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

 

式（裏）中 

 

 

  
 

を 

 

 

  
 

に改める。 

 

 

 □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（     ） 

  □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

 

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（     ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（     ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（     ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（     ） 」 

  □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 」 

 

 第97号様式の２中「第46条の３」の次に「、附則第４項」を加え、同様式（裏） 
 
 「 □運転免許証 

□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 

  「 □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（   ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

 
 

 
中 

 □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（   ） 

 

 
 

 
を 

 □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

 

 
 

 
に改める。 

 □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 

  □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

 
    

  



  22  令和２年３月 31 日  富 山 県 報        号 外⒁   

 

 
  □運転免許証 

□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 

   □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 

  

  □運転免許証 
□健康保険証 
□学生証 
□その他（    ） 」 

  □ 運転免許証 
□ 健康保険証 
□ 障害者手帳 
□ 学生証 
□ その他（    ） 」 

 

                                      

 第 134号様式⑴の（表）中 ｢ 
下記登録番号の自動車に係る自動車税について、現 

      納税義務者には、滞納がないことを証明します。 」 を 

 
「 下記登録番号の自動車に係る自動車税（種別割）につい 

     て、現納税義務者には、滞納がないことを証明します。 」 に改める。 

                                     

 第 134号様式⑶中 
「  上記登録番号の自動車に係る自動車 

税について、現納税義務者には、滞納 
がないことを証明します。 」 を 

｢  上記登録番号の自動車に係る自動車 
税（種別割）について、現納税義務者 
には、滞納がないことを証明します｡ 」 に改める。 

 第 137号様式⑴中「自動車税納税証明書」を「自動車税（種別割）納税証明書」 

に改め、「係る自動車税」の次に「（種別割）」を加える。 

 第 137号様式⑵中「自動車税納税証明書交付申請書」を「自動車税（種別割）納 

税証明書交付申請書」に改め、「係る自動車税」の次に「（種別割）」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の富山県税条例施行規則に定める様式による用紙は、当 

 分の間、所要の調整をして使用することができる。 

                              （税 務 課）  

 

  令和２年３月 31 日印刷発行      発 行  富    山    県   


